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『日本十進分類法新訂 10 版』の検討 その(11) 
―6 類 産業― 
A Critique of the Nippon Decimal Classification, 10th Edition 
Pt.11  Class 6  Industry 
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概要：日本図書館協会分類委員会により、『日本十進分類法新訂 10 版』が 2014 年 12 月
発行された。1995年 8月の『日本十進分類法新訂 9版』の刊行以降、概ね 20年ぶりの日本
十進分類法の改訂である。 
今後の日本図書館界の主題組織化を担う『日本十進分類法新訂 10版』のうち、本稿では、
「6 類 産業」について、検討を進めた。 
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１ はじめに 
 2014年 12月に『日本十進分類法新訂 10版』(以
下、『NDC10』、以下、他版も同様)が刊行された1。
1995年 8月刊行の『日本十進分類法新訂 9版』以
来、概ね 20年ぶりの改訂である。 
 今後の日本図書館界の主題組織化を担う『NDC10』
について、検討を進めたい。なお、本稿では多面
的な検討内容のうち、『NDC10』の「6類 産業」に
ついて検討を行う。 
 
２ 「6類 産業」の特異性 
 NDC は観点分類表であり、学問分野や観点が優
先され、事象のクラスは細目表の第五次区分段階
あたりから登場するのが原則のはずである。しか
し、「6類 産業」では事象が先行し、「学」は事象
の下位区分で現れる。例えば、「610 農業」と「610.1 
農学．農業技術」、「611 農業経済・行政・経営」
と「611.1 農業政策・行政・法令．農政学」、「629 
造園」と「629.1 森林美学．造園美学． 
†  関西大学 
†† 大阪市立大学・関西大学等 
††† 京都精華大学 
†††† 相愛大学 
風致景観論」、「630 蚕糸業」と「630.1 蚕糸学．
養蚕学」、「640 畜産業」と「640.1 畜産学．酪農
学」、「650 林業」と「653.1 林地学」、「653.12 森
林植物学」、「653.17 森林生態学」、「660 水産業」
と「660.1 水産学」、「670 商業」と「670.1 商業
概論．商学」などがある。 
一方、「学」が存在せず、「-01」が「○○政策・
行政・法令」である箇所も枚挙にいとまがない。 
 
３ 「6類 産業」の構造 
 「各類概説」2を手掛かりに、「6 類 産業」の構
造を整理し、別表 1にまとめた。 
 この表に見るように、6類は、「第一次産業の農
林水産業(610 / 669)および第三次産業の商業(670 
/ 678)、運輸(680 / 689)、通信(690 / 699)を収
める」3、とし「産業総記(600 / 609)は第二次産
業(5 類)を含めた産業一般を収める」4、とある。
しかし、細目表では「600 産業」の注記「*ここに
は、農林水産業および商業を収め、工業は 500の
下に収める」5があるのみである。本表の「601 産
業政策・行政．総合開発」の直後に中間見出しを
設けて、「<602 / 608> 産業総記(農林水産業・商
業・運輸・通信)」を明記すべきである6。 
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４ 「6類 産業」の個別検討 
 以下では、「6 類 産業」について、個別の事項
の検討を進める。 
 
4.1 不均衡項目 
 別表 1 のように整理をすると、6 類における不
均衡項目が明らかである。「629 造園」、「649獣医
学」、「659 狩猟」、「689 観光事業」が該当する。
これらはいずれも『NDC9』を引き継いだものであ
る。ただし、649 の分類項目名が「獣医学．比較
医学」から「獣医学」に変更されている7。大きな
変更であり、削除された「比較医学」について「*
比較医学は、ここに収める」等の注記が必要では
なかったか。なお、「比較医学」が比較動物医学の
意味で使用されるのであれば、獣医学の下位区分
の学である。 
 一方「699 放送事業」は、「690 通信事業」の下
位項目とされている。しかし、そもそも事業の準
拠法が異なる。放送事業者は、放送内容そのもの
の放送倫理を問われ、通信事業者には通信内容の
守秘義務がある。「699 放送事業」を不均衡項目と
して、「690 通信事業」と同位とするべきである。 
 
4.2 ○○総記の扱いのばらつき 
 例えば、「610 農業」では、「.1 農学．農業技術」、
「.19 農業数学．農業統計学．農業センサス」、「[.2
→612]」、「.6 団体：学会，協会，会議」と、農業
総記が細目表中で展開されている。一方、「630 蚕
糸業」では、「.1 蚕糸学．養蚕学」と「[.2→612]」
の短縮使用に対する不使用項目の記述があるのみ
である。さらに、「680 運輸．交通」では「[.2→
612]」と不使用項目の記述のみである。 
 このように 6類における「○○総記」の扱いに
は、ばらつきが散見される。もともと形式区分の
付加であるから、細目表での展開は不要との立場
も取り得る。しかし、例えば「610 農業」では詳
細レベルの展開を行い、<産業総記 602 / 608>
の注記として、「*各産業などの総記は、農業総記
と同じに展開ができる」とする方法がある。 
 
4.3 『NDC10』での「6類 産業」の別法 
「6類 産業」の別法は 15カ所ある。このうち、
9つが「33 経済」への別法である。「6類 産業」
が経済と関係が深いことが分かる8。 
しかし別法のいくつかは別法先との対応関係が
不具合である。「621.4 園芸生産物市場および価格」
の「別法：336.78」は「卸売市場[中央卸売市場]：
青果市場，魚市場」であるが、分類小項目名に園
芸市場の追加が望ましい。 
「685.78 道路地図[ロードマップ]」は、「別法：
29△038」と地理区分が可能であるが、本則の
685.78には地理区分指示がないため、地理区分展
開には「-02」を介する必要がある。本則に地理区
分指示を追加すべきである。 
 
4.4 「649獣医学」 
 「649獣医学」の構成構造は変則である。「.1 獣
医解剖学・組織学・発生学 / .7 獣医産科学．獣
医公衆衛生」と、獣医学の下位区分の学が列挙さ
れている。次に事象である「.8 家畜衛生．獣医公
衆衛生」があり、その下位区分に「.89 法獣医学」
が配置されている。そして、「649.9 家畜薬学．動
物薬事」が続く。事象を挟んで「学」が二分され
ている。なお、「.89 法獣医学」には連結参照とし
て、「→：498.9法獣医学」がある。 
 また、『NDC9』では「.8 家畜衛生．獣医公衆衛
生」にあった「*地理区分」指示が消えている。理
由は「説明会資料」に記されている通り9だが、大
きな変更であり、地理区分に代えての項目の新設
である旨の説明が加えられてよい。 
 試案時に「649 獣医学」に付加予定であった「*
愛玩動物 <一般> の病気と手当は、ここに収める」
10という注記は、別法の扱いとされ、645.96（新
設）への案内が本則とされた。 
ただし、「645家畜・畜産動物．愛玩動物」の各
論では、そもそも『NDC9』から、「645.6 犬」、「645.7 
猫」、「645.9 愛玩動物[ペット]」となっており、
上位概念の「愛玩動物」が、犬・猫と同列の、し
かも分類の末尾にあることの違和感は払拭されて
いない11。 
そこで、現在空番である 645.1に「愛玩動物 <
一般> 」を据えることを提案したい。 
 
4.5「673 商業経営．商店」 
 「673 商業経営．商店」の下位区分である「673.9 
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サービス産業」も奇妙な構造をしている。第一注
記には、「*ここにはサービス産業 <一般> を収め、
各種のサービス産業は、関連主題の下に収める」
とある。主題が優先の原則を記したものである。
そして、第二注記には、音楽・演劇・映画産業、
観光事業、スポーツ産業への直接参照が 3件ある。
これらは例示と解したい。 
 一方、「673.93 リース業．（後略）」の注記では、
「*.94 / .99に収められないものは、ここに収め
る」とある。なお、列挙されているサービス業は、
「.94 遊技場」から「.99 不動産業」までである。 
 すなわち、「673.9 サービス産業」の第一注記の
後段「各種サービス産業は、関連主題の下に収め
る」と、「673.93 リース業」の注記「*.94 / .99
に収められないものは、ここに収める」とが、明
らかに矛盾した指示となっている12。 
 「673.9 サービス産業」の下位区分はいずれも
『NDC9』で新設されたものであり、今回の改訂に
おいてもそのまま引き継がれた内容である。今回
の改訂において、「673.93 リース業」の注記を削
除し、関連主題の下に分類するという原則を活か
すのが適切であった。 
  
4.6 「699 放送事業：テレビ，ラジオ」 
 「699 放送事業：テレビ，ラジオ」の下位区分
に「.6 放送番組：番組編成，視聴率」、「.7 有線
放送：ケーブルテレビ」がある。以下に、引用を
行う。 
 
  699 放送事業：テレビ，ラジオ 
    .6  放送番組：番組編成，視聴率 
      <.63 / .68 番組コンテンツ種別> 
             (著者挿入) 
    .63   教養番組 
    .64   報道番組 
    .65   スポーツ番組 
    .66   音楽番組 
    .67   演劇･ドラマ番組．演芸・娯楽番組 
    .68   その他の放送番組 
    .69 国際放送  
    .7  有線放送：ケーブルテレビ 
      *インターネット放送は、ここに収 
       める 
      *有線放送による衛星放送番組配信 
       サービスも、ここに収める 
 
4.6.1 「.6 放送番組」の注記の意味 
 まず、「.6 放送番組」に次の注記がある。 
 
*個々の番組あるいは写真や活字で番組その
ものを再現したような出版物は、.63 / .69
に収める；ただし、個々の番組内容の主題
を出版物として編纂したものは、各主題の
下に収める 
 
 この注記を分割すれば、次の意味になる。 
(1) 番組コンテンツそのものは、.63 / .69に収
める 
(2) 写真や活字で番組そのものを再現したよう
な出版物は、.63 / .69に収める 
(3) 個々の番組内容の主題を出版物として編纂
したものは、各主題の下に収める 
 しかし、この 3点中、第二と第三の注記、「番組
そのものを再現したような出版物」と「番組内容
の主題を出版物として編纂したもの」の区分けが
困難である。 
 
4.6.2 「.6 放送番組」の注記の効力範囲 
 また、「.6 放送番組」の注記の効力が「.69 国
際放送」にまで及ぶのはおかしい。「.69 国際放送」
は不均衡項目であり、「.6 放送番組」の注記であ
れば、「.68 その他の放送番組」までが効力の及ぶ
範囲である。 
 
4.6.3 「.7 有線放送」の注記 
 「.7 有線放送：ケーブルテレビ」は、CATV で
ある。しかし、注記の第一で「*インターネット放
送は、ここに収める」とある。この注記は、「イン
ターネット放送」全般についての注記であるから、
インターネット放送システムから放送コンテンツ
までのすべてを含むと解される。しかし、そうし
た概念幅の広い範囲を対象とする注記であれば、
上位の分類項目「699 放送事業」直下の注記とす
るのが適切ではないか。 
 インターネットは TCP/IP プロトコルによるデ
ジタル信号の交換(伝送)網である。インターネッ
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ト放送は、TCP/IPプロトコルを使用してコンテン
ツを配信する、放送を模したシステムである。イ
ンターネット放送は、現行の放送法で定められた
放送や有線放送 には当てはまらず、法的には一対
多の通信とみなされている。 
 現在、インターネット接続は、有線/無線があり、
またアクセスデバイスも PCからタブレット/スマ
ートフォンへ移りつつある。また、コンテンツへ
のアクセスにおいては、有料/無料のモデルが並立
している。こうした時代にあって、「.7 有線放送：
ケーブルテレビ」に、「*インターネット放送は、
ここに収める」という措置には、強い疑問を示し
ておきたい。 
 むしろ、インターネット放送に対して、空番号
である「695 / 698」を活用して新設するのが適切
である。また、新設のインターネット放送と
「007.35 情報産業．情報サービス」との間に連結
参照を置くのが望ましい。 
 一方、第二の注記「*有線放送による衛星放送番
組配信サービスも、ここに収める」は、単にコン
テンツを CATVで送信したら、ここに収めるという
言わずもがなの注記である。また、新設の「.79 衛
星放送」が別途存在する。両者の関係は、有線放
送(CATV)でのコンテンツ再放送は、「.7 有線放送」
というだけのことである。 
 しかし、インターネット放送については、独自
コンテンツのインターネット放送に対応する分類
記号はなく、CATVでの再放送枠に押し込められて
いる。明らかに、両者の扱いは矛盾している。ま
た、ユーチューブやニコニコ動画などの蓄積系の
擬似的「放送」サービスは、どこに分類を行うの
か。さらに、ユーストリームやニコニコ生中継の
ような実況番組もある。 
 
4.6.4 「699.6 放送番組」 
 「699.6 放送番組」の下位区分に「699.67 演劇・
ドラマ番組．演芸・娯楽番組」がある。一方、「778.8 
テレビ演劇．放送劇」および「779.9 放送演芸」
がある。この使い分けはどうすればよいのか。 
 「699.67 演劇・ドラマ番組．演芸・娯楽番組」
は、「699.6 放送番組」のコンテンツ種別による下
位項目である。一方、「778.8 テレビ演劇．放送劇」
は不均衡項目であり、劇場映画に対してテレビ、
ラジオの放送の演劇、劇コンテンツを収める。な
お、映画コンテンツの種別による区分展開は、
「778.7 各種映画」において行われている。「779.9 
放送演芸」は「779 大衆演芸」の下位項目である。 
 これらを採用した場合には、演劇、劇コンテン
ツは「778.8 テレビ演劇．放送劇」に、大衆演芸
は「779.9 放送演芸」に、それ以外のバラエティ
やクイズ番組、教養番組等は「699.67 放送番組」
の下位区分に、コンテンツ種別に従って収められ
ることになり、コンテンツによる泣き別れを生み
出す。 
 「778.8 テレビ演劇．放送劇」は採用せず、
「699.67 演劇・ドラマ番組．演芸・娯楽番組」を
優先するのが、現実の「分類方針」としては適切
ではないか。 
 
５ さいごに 
20 世紀の最後の 20 年以降、工業社会から情報
化社会、高度情報化社会、そして知識基盤社会へ
と社会のあり方は大きく変容を遂げた。その変化
を最も受けたのは、産業である。しかし、今回
『NDC10』の「6 類 産業」を検討してみて、意外
に変化が少ないことに驚かされた。試みに、森 清
の最後の編集版である『日本十進分類法第 8版』
(寶塚文藝圖書館, 1949.3)を参照してみた。「6類 
産業」において、綱の段階での変化はなかった。
一方、「690 通信」の下位区分は、大きく変化して
いた13。 
 
本稿を終えるにあたって『NDC10』刊行へと長年
のご苦労を積み重ねられた歴代の分類委員会委員
の方々に感謝の意を捧げたい。歴代の委員長、委
員の方々については「本表・補助表編」の冒頭の
「分類委員会報告」に記されている14。 
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別表１ 「6 類 産業」の構造 
 
     602 / 608 産業総記；第二次産業(5 類)を含めた産業一般 
     610 / 669   農林水産業；第一次産業 
   610      農業 
     610.1 / .7   農業総記 
     610.1     農学．農業技術 
       <610 / 615 農業一般論> 
     611            農業経済・行政・経営；農産物一般の経済学・経営学的側面 
      .3        食糧(米、麦．雑穀)の経済学的側面 
   613            農業基礎学；農産物一般の技術的側面 
     614            農業工学；農産物一般の技術的側面 
615            作物栽培．作物学；農産物一般の技術的側面 
   616 / 618       各種作物；個々の農作物 
   619            農産物製造・加工；または、5 類に収める 
     620            園芸；園芸作物一般の栽培法を含む 
         <620 / 624 園芸一般論> 
     621            園芸作物一般の経済学・経営学的側面 
   625 / 627       各種の園芸(；果樹・蔬菜・花卉の栽培) 
   628            園芸利用 
   629        造園 
   630        蚕糸業 
   640         畜産業 
         <640 / 644  畜産一般論> 
         <645 / 646  家畜・畜産動物> 
                       愛玩動物[ペット]；愛玩動物一般論(645.9)  
*個々の愛玩動物は各畜産動物の下に収める 
     648            畜産製造．畜産物 
     649          獣医学 *個々の家畜・畜産動物の病気と治療法は、645 / 646 に収める 
   650        林業 
   659          狩猟 
660     水産業 
          <660 / 663 水産業一般> 
     661          水産経済・行政・経営；水産業一般の経済学・経営学的側面 
   663     水産基礎学；農産物一般の技術的側面 
     664 / 666     漁業各論 
     664          漁労 
     666          水産増殖 
     667 / 668     水産製造・利用 
   670        商業 *流通産業(卸売業・小売業・物流業)を含む   *別法 →：675.4 
   671       商業政策・行政 
     672          商業史・事情 
673          商業経営、商店  →：331.84   *別法 336.71 / .73 
     673.5        卸売業 
     673.7        小売業 
      サービス産業(673.9)  *各分野のサービス産業は、関連主題の下に収める 
     674          広告、宣伝 
     675          マーケティング  *マーケティングの観点による物流を含む 
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   676          取引所 
     678          貿易  →：611.48   *別法 333.9 
     680        運輸．交通  *交通事情や運輸業などの経済学・経営学的側面 
     689        観光事業 
     690        通信事業 
     694          電気通信事業   
             *情報ネットワークや情報通信産業 →007.35 
                         *工学的な取扱い →547 
                         *機器に関するもの →548 
     699          放送事業 
 
 
 
 
                                                   
1 もり・きよし原編, 日本図書館協会分類委員会
改訂『日本十進分類法新訂 10 版』日本図書館協
会, 2014. 
2 『NDC10』「本表・補助表編」p.40-41. 
3 『NDC10』「本表・補助表編」p.40. 
4 『NDC10』「本表・補助表編」p.40. 
5 『NDC10』、「本表・補助表編」p.329. 
6 より正確には、「<600 / 609> 産業総記(農林水
産業・商業・運輸・貿易・工業)」 / 「<600 / 609> 
産業総記(農林水産業・商業・運輸・貿易)」であ
る。産業総記に工業を含む総記 / 含まない総記
の両義がある。 
7 なお相関索引においては、「比較医学」の分類項
目名は、『NDC9』と同様に、「比較医学 649」とな
っている。 
8 ちなみに、『NDC7』(もり・きよし原編, 日本図
書館協会改訂『日本十進分類法新訂 7版』日本図
書館協会, 1961.4.)では、6類との統合を試みる
「付表 NDC 330 / 350について」という事項があ
った（『NDC7』, p.730-734. 以下、「付表」）。た
だし、6類からの移動先は330 / 350であり、『NDC10』
での別法の先とは異なる。 
「付表」は、「330(経済)と 670(産業)、680(交
通)、690(通信)との分離か接近か」の課題に対し
て、「両者接近の要望があるので、次の試案をか
かげることとした」ものである。試案の要点を「付
表」よりの引用で示す。 
(1) 340財政を 339にうつして、340を生産
経済、産業とし、各種産業経済および政 
策をすべてここに集める。 
(2) 350統計のうち統計学は 417、統計表は
059にうつし、また人口統計は 334とし
て、350を商業、交通、通信にあてる。 
                                                                                 
(3) 670～690は空番とする。 
   上記の「付表」案を実行した場合の 340 / 350
の骨格を表 3に示す。 
   
  表 3 「付表」案での 340 / 350の骨格 
   34   生産経済．産業 
      341    産業政策．産業開発．国土計画 
      342    産業史および事情 
      343    農業経済および政策 
      344    蚕糸業経済および政策 
      345    林業経済および政策 
      346    水産業経済および政策 
     347    鉱業経済および政策 
      348    工業経済および政策 
      349    公共事業．サービス事業 
      35   商業 
      351    商業政策 
      352    商業史(商人史) 各国の商業 
      353    商店．商業経営 
      354    広告．宣伝．PR 
      355    商品．マーケッティング 
      356    貿易 
      357    交通．倉庫 
      358    通信 
      359    放送事業 
 
9 説明会資料は次のように述べている。。 
 649.8には 9版で地理区分が設けられてお
り、649.8を展開することによって、分類記
号の重複の問題が生じるが、大学図書館等の
所蔵状況を調査した結果、地理区分を行って
いる資料の所蔵点数は少数にとどまってい
ることから、実際の影響は少ないと考えられ
る。 
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 形式区分-02を付加することで地理区分で
きることも考えあわせると、重要性の高い
649.8 の展開を優先すべきであると判断した。 
日本図書館協会分類委員会『日本十進分類法新訂
10版－試案説明会資料』日本図書館協会, 2013.11, 
p.58. 
10 JLA分類委員会「日本十進法第 10版試案の概要
－その 10「産業」の部－」『図書館雑誌』107(10), 
2013.10, p.644-647. 
11 米谷他が次の論文で指摘している。 
 米谷優子，川瀬綾子，北克一「日本十進分類法
新訂 10版試案の検討」『情報学=Journal of 
Informatics』11(1), 2014, p.44-50. 
URL:http://kiyo.info.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI
/article/view/694/637 [2015-09-20確認] 
12 蟹瀬はこれについて、次のように論じている。
「これについては、その他の産業が NDCにおいて
明確な位置を占めている場合はそこに分類し、特
に明確な位置づけがないもののうち、.94から.99
に含まれないものについて.93に分類する、と考
えればよいでしょう。」 
蟹瀬智弘『NDCへの招待―図書分類の技術と実践
―』樹村房, 2015, p.117. 
  なお、蟹瀬は、「NDCにおいて明確な位置を占め
ている場合」の判断基準を示していないが、対象
産業が、本表の分類項目名、または、分類小項目
名への列挙されていることではないか、と類推さ
れる。ただ、この基準であるとすると、「.94 遊
技場」から「.99 不動産業」はここの指定箇所に
分類、新興産業は「673.93 リース業．（後略）」
に分類、旧来の産業は各関連主題の下に分類され
ることになる。 
13 以下に、当時の「690 通信」を引用で示す。(漢
字は新漢字に改めた) 
 
       690    通信 
       691      通信政策 
       692      郵便 
       693      電信 
       694      写真電送 
       695      電話 
       696      ラディオ 
       697      メッセンジャー サーヴィス 
       698      信号 
       699      伝書鳩 
 
14 『NDC10』「本表・補助表編」p.5-6. 
